
（単位：円）
科　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　　減

Ⅰ　資産の部
　　１．流動資産
　　　　　　　現金預金
　　　　　　　未収金 △ 1,338,543
　　　　　　　前払金
　　　　　　　融資貸付金 △ 3,000,000
　　　　　　　立替金
　　　　　　　前払費用 △ 2,818,922
　　　　流動資産合計
　　２．固定資産
　　　（1）基本財産
　　　（2）特定資産
　　　　　　　建物 △ 2,402,449
　　　　　　　建物附属設備
　　　　　　　減価償却引当資産
　　　　　　　借地権
　　　　　　　 保育・子育て支援事業積立資産

　　　　　　　地方組織振興費積立資産
　　　　　　　運営資金積立資産
　　　　　　　退職給付引当資産 △ 2,988,819
　　　　　　　借地権更新引当資産 △ 156,250,000
　　　　　 特定資産合計 △ 6,152,324
　　　（3）その他固定資産
　　　　　　　建物附属設備 △ 4,117
　　　　　　　什器備品
　　　　　　　ソフトウェア
　　　　　　　電話加入権
　　　　　　　保証金
　　　　　　　リース資産 △ 1,097,280
　　　　　  その他固定資産合計
　　　　　  固定資産合計 △ 5,800,374
　　　　　　資産合計

Ⅱ　負債の部
　 　 １． 流動負債
　　　　　 未払金
　　　　　 前受金 △ 1,486,836
　　　　　 預り金
　　　　　 賞与引当金
　　　　　 リース債務
　　　　　 未払法人税等
　　　　　 未払消費税等 △ 474,400
　　　　流動負債合計
　 　 ２． 固定負債
　　　　　 退職給付引当金 △ 2,988,819
　　　　　 リース債務 △ 1,098,523
　　　　固定負債合計 △ 4,087,342
　　　　負債合計 △ 1,826,567

Ⅲ　正味財産の部
　　　１．指定正味財産
　　　　　指定正味財産合計
　　　　　（うち特定資産への充当額）
　　　２．一般正味財産
　　　　　（うち特定資産への充当額） （3,308,691,649） （3,311,855,154） (△3,163,505)
　　　　　正味財産合計
　 　　負債及び正味財産合計

貸　　借　　対　　照　　表

平成30年3月31日現在
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（単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合    計

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産

　　　　　　　現金預金

　　　　　　　未収金

　　　　　　　前払金

　　　　　　　融資貸付金

　　　　　　　立替金

　　　　　　　前払費用

　　　　　　　他会計　貸付金 △ 232,150,116

　　　　流動資産合計 △ 232,150,116

　　２．固定資産

　　　（1）基本財産

　　　（2）特定資産

　　　　　　　建物

　　　　　　　建物附属設備

　　　　　　　減価償却引当資産

　　　　　　　借地権
　　　　　　　　保育・子育て支援事業積立資産

　　　　　　　地方組織振興費積立資産

　　　　　　　運営資金積立資産

　　　　　　　退職給付引当資産

　　　　　　　借地権更新引当資産

　　　　　 特定資産合計

　　　（3）その他固定資産

　　　　　　　建物附属設備

　　　　　　　什器備品

　　　　　　　ソフトウェア

　　　　　　　電話加入権

　　　　　　　保証金

　　　　　　　リース資産

　　　　　  その他固定資産合計

　　　　　  固定資産合計

　　　　　　資産合計 △ 232,150,116

Ⅱ　負債の部

　 　 １． 流動負債

　　　　　 未払金

　　　　　 前受金

　　　　　 預り金

　　　　　 賞与引当金

　　　　　 リース債務

　　　　　 未払法人税等

            他会計　借入金 △ 232,150,116

　　　　　 未払消費税等

　　　　流動負債合計 △ 232,150,116

　 　 ２． 固定負債

　　　　　 退職給付引当金

　　　　　 リース債務

　　　　固定負債合計

　　　　負債合計 △ 232,150,116

Ⅲ　正味財産の部

　　　１．指定正味財産

　　　　　指定正味財産合計

　　　　　（うち特定資産への充当額）

　　　２．一般正味財産

　　　　　（うち特定資産への充当額）

　　　　　正味財産合計

　 　　負債及び正味財産合計 △ 232,150,116

貸　　借　　対　　照　　表　　内　　訳　　表
平成30年3月31日現在
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（単位：円）
科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１．経常増減の部
　　　（1）経常収益
　　　　　 特定資産運用益 △ 8,762,368
　　　　　　　特定資産受取利息 △ 8,762,368
　　　　　 受取会費
　　　　　　　正会員受取会費
　　　　　　　賛助会員受取会費
　　　　　 事業収益
　　　　　　　参加費・受講料収益
　　　　　　　出版物頒布収益
　　　　　　　広告・協賛金収益 △ 5,421,440
　　　　　　　受取手数料等収益
　　　　　　　賃貸料収益 △ 6,600
　　　　　　　その他収益
　　　　　 受取寄付金 △ 158,910
　　　　　　　受取寄付金 △ 158,910
　　　　　 雑収益
　　　　　　　受取利息
　　　　　　　雑収益
　　 経常収益計

　　　（2）経常費用
　　　　事業費
　　　　　　　給料手当
　　　　　　　退職給付費用 △ 1,501,141
　　　　　　　法定福利費
　　　　　　　福利厚生費
　　　　　　　職員交通費 △ 482
　　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　　旅費交通費 △ 1,450,900
　　　　　　　通信運搬費
　　　　　　　消耗品費
　　　　　　　修繕費
　　　　　　　印刷製本費 △ 2,948,766
　　　　　　　支払手数料
　　　　　　　光熱水料費
　　　　　　　賃借料
　　　　　　　保険料 △ 32,171
　　　　　　　諸謝金
　　　　　　　租税公課
　　　　　　　支払負担金
　　　　　　　支払助成金
　　　　　　　委託費
　　　　　　　会議費 △ 1,049,128
　　　　　　　渉外活動費
　　　　　　　減価償却費
　　　　　　　雑費 △ 43,326

正　味　財　産　増　減　計　算　書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

（単位：円）
科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

正　味　財　産　増　減　計　算　書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　管理費
　　　　　　　役員報酬
　　　　　　　給料手当
　　　　　　　退職給付費用 △ 601,696
　　　　　　　法定福利費
　　　　　　　福利厚生費
　　　　　　　職員交通費 △ 18,925
　　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　　旅費交通費
　　　　　　　通信運搬費
　　　　　　　消耗品費
　　　　　　　修繕費
　　　　　　　印刷製本費
　　　　　　　支払手数料
　　　　　　　光熱水料費
　　　　　　　賃借料 △ 150,448
　　　　　　　保険料
　　　　　　　諸謝金
　　　　　　　租税公課
　　　　　　　支払助成金 △ 50,000
　　　　　　　委託費
　　　　　　　会議費
　　　　　　　渉外活動費
　　　　　　　減価償却費
　　　　　　　雑費
　　　　　　　災害支援給付金 △ 320,000
　　　　経常費用計
　　　　　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 34,300,507
　　　　　 評価損益等計
　　　　　 当期経常増減額 △ 34,300,507

　　２．経常外増減の部
　　　（1）経常外収益
　　　（2）経常外費用
　　　　　 固定資産除却損
　　　　　経常外費用計
　　　　　当期経常外増減額 △ 162,136 △ 162,136
　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 34,462,643
　　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 34,462,643
　　　　　一般正味財産期首残高
　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　特定資産運用益
　　　　　一般正味財産への振替額
　　　　　当期指定正味財産増減額
　　　　　指定正味財産期首残高
　　　　　指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高
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（単位：円）
科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

正　味　財　産　増　減　計　算　書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　管理費
　　　　　　　役員報酬
　　　　　　　給料手当
　　　　　　　退職給付費用 △ 601,696
　　　　　　　法定福利費
　　　　　　　福利厚生費
　　　　　　　職員交通費 △ 18,925
　　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　　旅費交通費
　　　　　　　通信運搬費
　　　　　　　消耗品費
　　　　　　　修繕費
　　　　　　　印刷製本費
　　　　　　　支払手数料
　　　　　　　光熱水料費
　　　　　　　賃借料 △ 150,448
　　　　　　　保険料
　　　　　　　諸謝金
　　　　　　　租税公課
　　　　　　　支払助成金 △ 50,000
　　　　　　　委託費
　　　　　　　会議費
　　　　　　　渉外活動費
　　　　　　　減価償却費
　　　　　　　雑費
　　　　　　　災害支援給付金 △ 320,000
　　　　経常費用計
　　　　　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 34,300,507
　　　　　 評価損益等計
　　　　　 当期経常増減額 △ 34,300,507

　　２．経常外増減の部
　　　（1）経常外収益
　　　（2）経常外費用
　　　　　 固定資産除却損
　　　　　経常外費用計
　　　　　当期経常外増減額 △ 162,136 △ 162,136
　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 34,462,643
　　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 34,462,643
　　　　　一般正味財産期首残高
　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　特定資産運用益
　　　　　一般正味財産への振替額
　　　　　当期指定正味財産増減額
　　　　　指定正味財産期首残高
　　　　　指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高
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（単位：円）

セミナー事業
調査資料収

集事業
普及啓発事業 拡充、支援事業 小　　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　　１．経常増減の部

　　　（1）経常収益

　　　　　 特定資産運用益

　　　　　　　特定資産受取利息

　　　　　 受取会費

　　　　　　　正会員受取会費

　　　　　　　賛助会員受取会費

　　　　　 事業収益

　　　　　　　参加費・受講料収益

　　　　　　　出版物頒布収益

　　　　　　　広告・協賛金収益

　　　　　　　受取手数料等収益

　　　　　　　賃貸料収益

　　　　　　　その他収益

　　　　　 受取寄付金

　　　　　　　受取寄付金

　　　　　 雑収益

　　　　　　　受取利息

　　　　　　　雑収益

　　 経常収益計

　　　（2）経常費用

　　　　事業費

　　給料手当

　　退職給付費用

　　法定福利費

　　福利厚生費

　　職員交通費

　　賞与引当金繰入額

　　旅費交通費

　　通信運搬費

　　消耗品費

　　修繕費

　　印刷製本費

　　支払手数料

　　光熱水料費

　　賃借料

　　保険料

　　諸謝金

　　租税公課

　　支払負担金

　　支払助成金

　　委託費

　　会議費

　　渉外活動費

　　減価償却費

　　雑費

　　　　管理費

　　役員報酬

　　給料手当

　　退職給付費用

　　法定福利費

　　福利厚生費

　　職員交通費

　　賞与引当金繰入額

　　旅費交通費

　　通信運搬費

　　消耗品費

　　修繕費

　　印刷製本費

　　支払手数料

　　光熱水料費

　　賃借料

合　　計科　　　　　目

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

公益目的事業会計
収益事業等

会計
法人会計 内部取引消去

（単位：円）

セミナー事業
調査資料収

集事業
普及啓発事業 拡充、支援事業 小　　計

合　　計科　　　　　目

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

公益目的事業会計
収益事業等

会計
法人会計 内部取引消去

　　保険料

　　諸謝金

　　租税公課

　　支払助成金

　　委託費

　　会議費

　　渉外活動費

　　減価償却費

　　雑費

    災害支援給付金

　　　　経常費用計

　　　　　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 40,253,081 △ 45,534,494 △ 11,326,010 △ 43,308,350 △ 140,421,935 △ 26,076,242

　　　　　 評価損益等計

　　　　　 当期経常増減額 △ 40,253,081 △ 45,534,494 △ 11,326,010 △ 43,308,350 △ 140,421,935 △ 26,076,242

　　２．経常外増減の部

　　　（1）経常外収益

　　　（2）経常外費用

 固定資産除却損

　　　　　経常外費用計

　　　　　当期経常外増減額 △ 55,650 △ 22,811 △ 10,732 △ 14,559 △ 103,752 △ 11,381 △ 47,003 △ 162,136

△ 133,122,976

　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 7,402,711 △ 7,402,711 △ 26,123,245

　　　　　法人税、住民税及び事業税

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 7,402,711 △ 7,402,711 △ 26,123,245

　　　　　一般正味財産期首残高

　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

特定資産運用益

一般正味財産への振替額

　　当期指定正味財産増減額

　　指定正味財産期首残高

　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

          他会計振替額
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（単位：円）

セミナー事業
調査資料収

集事業
普及啓発事業 拡充、支援事業 小　　計

合　　計科　　　　　目

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

公益目的事業会計
収益事業等

会計
法人会計 内部取引消去

　　保険料

　　諸謝金

　　租税公課

　　支払助成金

　　委託費

　　会議費

　　渉外活動費

　　減価償却費

　　雑費

    災害支援給付金

　　　　経常費用計

　　　　　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 40,253,081 △ 45,534,494 △ 11,326,010 △ 43,308,350 △ 140,421,935 △ 26,076,242

　　　　　 評価損益等計

　　　　　 当期経常増減額 △ 40,253,081 △ 45,534,494 △ 11,326,010 △ 43,308,350 △ 140,421,935 △ 26,076,242

　　２．経常外増減の部

　　　（1）経常外収益

　　　（2）経常外費用

 固定資産除却損

　　　　　経常外費用計

　　　　　当期経常外増減額 △ 55,650 △ 22,811 △ 10,732 △ 14,559 △ 103,752 △ 11,381 △ 47,003 △ 162,136

△ 133,122,976

　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 7,402,711 △ 7,402,711 △ 26,123,245

　　　　　法人税、住民税及び事業税

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 7,402,711 △ 7,402,711 △ 26,123,245

　　　　　一般正味財産期首残高

　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

特定資産運用益

一般正味財産への振替額

　　当期指定正味財産増減額

　　指定正味財産期首残高

　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

          他会計振替額
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財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計方針

   債券で、当該差額が金利の調整と認められるものは、 償却原価法（定額法）によって

 　いる。

　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に

　　取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用している。

 いる。

　 　　計上している。

３．会計方針の変更に関する注記

　　　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　　借地権は、平成29年5月31日における土地賃貸借契約の更新に伴い、当事業年度より賃貸借期間30年に

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

当期増加額 当期末残高

特定資産

　　建物

　　建物附属設備

　　減価償却引当資産

　　借地権

　　保育・子育て支援事業積立資産

　　地方組織振興費積立資産

　　運営資金積立資産

　　退職給付引当資産

　　借地権更新引当資産

該当なし。

 （２）　　固定資産の減価償却の方法

　　　また、リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

 （１）　　有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券……総平均法による原価法を採用している。ただし、債券金額と異なる価格で取得した

 （３）　　引当金の計上基準

 　 賞与引当金……職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して

建物、建物附属設備及び什器備品の減価償却は定率法によっている。

  　退職給付引当金……職員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額に相当する金額を

　　　　　　　有形固定資産

当期減少額

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 （４）　　消費税等の会計処理

前期末残高

　　　　　　　無形固定資産

ソフトウェア及び借地権の減価償却は定額法によっている。

科　　　　目

合　　　　計

　基づき定額法による均等償却を行っている。

　　　（減価償却方法の変更）

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（うち指定正味財産
からの充当額)

（うち負債に
対応する額）

特定資産

　　建物

　　建物附属設備

　　減価償却引当資産

　　借地権

　　保育・子育て支援事業積立資産

　　地方組織振興費積立資産

　　運営資金積立資産

　　退職給付引当資産

　　借地権更新引当資産

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　（直接法により減価償却を行っている場合）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

減価償却累計額

建物

建物附属設備

借地権

建物附属設備（その他）

什器備品

ソフトウェア

リース資産

７．保証債務等の偶発債務

　　会員保育園のリース債務に対する保証債務は、5,812,344円である。

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）

時　　価

第304回利付国債(10年)

第16回メキシコ合衆国円貨債券(2013)

第18回メキシコ合衆国円貨債券(2014)

第23回メキシコ合衆国円貨債券(2016)

韓国輸出入銀行債券

インド輸出入銀行円貨債券

H号1号インドネシア共和国円貨債券

第2回インドネシア共和国円貨債券

E号1号トルコ共和国円貨債券

（うち一般正味財産
からの充当額)

△ 1,480,000

評価損益

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

合　　　　計

合　　　　計

種類及び銘柄

科　　　　目

合　　　　計

当期末残高取得価額

科　　　　目 当期末残高

帳簿価額

△ 320,000
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５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（うち指定正味財産
からの充当額)

（うち負債に
対応する額）

特定資産

　　建物

　　建物附属設備

　　減価償却引当資産

　　借地権

　　保育・子育て支援事業積立資産

　　地方組織振興費積立資産

　　運営資金積立資産

　　退職給付引当資産

　　借地権更新引当資産

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　（直接法により減価償却を行っている場合）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

減価償却累計額

建物

建物附属設備

借地権

建物附属設備（その他）

什器備品

ソフトウェア

リース資産

７．保証債務等の偶発債務

　　会員保育園のリース債務に対する保証債務は、5,812,344円である。

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）

時　　価

第304回利付国債(10年)

第16回メキシコ合衆国円貨債券(2013)

第18回メキシコ合衆国円貨債券(2014)

第23回メキシコ合衆国円貨債券(2016)

韓国輸出入銀行債券

インド輸出入銀行円貨債券

H号1号インドネシア共和国円貨債券

第2回インドネシア共和国円貨債券

E号1号トルコ共和国円貨債券

（うち一般正味財産
からの充当額)

△ 1,480,000

評価損益

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

合　　　　計

合　　　　計

種類及び銘柄

科　　　　目

合　　　　計

当期末残高取得価額

科　　　　目 当期末残高

帳簿価額

△ 320,000
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９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　該当なし。

１０．関連当事者との取引の内容

　　　該当なし。

１１．その他

（1）リース取引関係

　　　リース資産の内容は、主として本部における印刷機（什器備品）である。

（2）退職給付関係

　　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　　２．退職給付債務及びその内訳

　　　　　①　退職給付債務・・・・・・・・・・・・・・・10,666,881円

　　　　　②　退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・10,666,881円

　　３．退職給付費用に関する事項

　　　　　①　勤務費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  112,063円

　　　　　②　退職給付費用・・・・・・・・・・・・・・・  112,063円

　　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。
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９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　該当なし。

１０．関連当事者との取引の内容

　　　該当なし。

１１．その他

（1）リース取引関係

　　　リース資産の内容は、主として本部における印刷機（什器備品）である。

（2）退職給付関係

　　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　　２．退職給付債務及びその内訳

　　　　　①　退職給付債務・・・・・・・・・・・・・・・10,666,881円

　　　　　②　退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・10,666,881円

　　３．退職給付費用に関する事項

　　　　　①　勤務費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  112,063円

　　　　　②　退職給付費用・・・・・・・・・・・・・・・  112,063円

　　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金

退職給付引当金

附属明細書
平成29年4月１日から平成30年3月31日まで

　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記4.「基本財産及び特定資産の増減額及び
その残高」に記載しているため省略している。

当期減少額
科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高
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　　　　財　　　　産　　　　目　　　　録　　　　
平成　30　年　3　月　31　日　現在

（単位：円）

（流動資産）

現金預金

浅草橋支店/№4456285

浅草橋支店/№4456578

浅草橋支店/№0133516

浅草橋支店/№4456667

浅草橋支店/№4453871

浅草橋支店/№4465868

浅草支店/№1326122

№00140-5-3619

№00110-5-159917

№00110-3-353624

№00130-8-13527

№00150-4-50564

№00140-9-353732

№00140-3-85911

№00160-1-265644

未収金

AIG損害保険 保育総合協賛金

前払金

融資貸付金

立替金 東京海上日動火災保険㈱ 30年度暫定保険料立替

前払費用 東京海上日動火災保険㈱ 地震保険・傷害保険

（固定資産）

基本財産

特定資産 建物

建物附属設備

減価償却引当資産

浅草橋支店/№4454209

借地権

第304回

同上

第16回

同上

第18回

同上

 第23回

同上

         (2016) 　　　　　　 H号1号

同上

第2回

同上

         (2017) 　　　　　　 E号1号

浅草橋支店/№1465480

同上

浅草橋支店/№0037348

保育・子育て支援
事業積立資産

メキシコ合衆国円貨債券

保育会館の建替えのため資金とし
て管理されている預金

普通預金

台東区蔵前4-11-10

共用財産であり面積割合に応じて
公益目的保有財産、 収益事業の財
産の敷地として使用している

インドネシア共和国円貨債券

同上インド輸出入銀行円貨債券

同上

メキシコ合衆国円貨債券

台東区蔵前4-11-10

流動資産合計

特別保育振興融資貸付金

綜合警備保障警備料他その他

三井住友ファイナンスリース㈱ 空調機器リース料

貸借対照表科目 場所 ・ 物量等 使用目的等

運転資金として

その他

振替預金

野村證券㈱

会員保育園

手元保管

金　　　　額

普通預金

　三菱東京UFJ銀行

　みずほ銀行

運転資金として

運転資金として

全国大会助成金

　ゆうちょ銀行 運転資金として

名古屋市

保育通信広告代他

公益目的 ・ 運営資金積立の利金

利付国債(10年)

1～3階部分は公益目的保有財産であ
り、 公益目的事業の施設に使用し、 4
～5階部分は収益事業に使用している

　三菱東京UFJ銀行

メキシコ合衆国円貨債券

満期保有目的で保有し、 運用益を
公益事業の財源に使用している

三菱東京UFJ銀行

トルコ共和国円貨債券

台東区蔵前4-11-10

インドネシア共和国円貨債券

債券等購入のための資金普通預金

　みずほ銀行

定期預金
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貸借対照表科目 場所 ・ 物量等 使用目的等 金　　　　額

地方組織振興費積立資産

同上

浅草支店/№2004674

同上

浅草橋支店/№0133325

運営資金積立資産

第304回

同上

第16回

同上

第18回

同上

 第23回

同上

         (2016) 　　　　　　 H号1号

同上

第2回

同上

         (2017) 　　　　　　 E号1号

浅草橋支店/№1465480

同上

浅草橋支店/№0037348

退職給付積立資産

浅草橋支店/№412065

建物附属設備 給排水衛生施設

什器備品

ソフトウェア 同上 ホームページプログラム

電話加入権

保証金

リース資産

（流動負債） 未払金

前受金

預り金

賞与引当金

リース債務

未払法人税等

未払消費税等

（固定負債） 退職給付引当金

リース債務

普通預金

台東区蔵前4-11-10

パソコン　他

インド輸出入銀行円貨債券

インドネシア共和国円貨債券

正味財産

職員に対するもの

その他固
定資産

資産合計

その他

負債合計

会員保育園

保育通信発送費用等

台東区蔵前4-11-10

同上

固定負債合計

印刷機

職員に対するもの 源泉所得税・住民税・社会保険料

利付国債(10年)

韓国輸出入銀行債

固定資産合計

　三菱東京UFJ銀行

普通預金

　みずほ銀行

ヤマト運輸他

㈱マイナビサポート

長期未払リース料

一年以内支払予定リース料

職員に対するもの

シャープファイナンス㈱

退職金の支払いに備えたもの

賞与支払いに備えたもの

総合警備保障㈱

職員の退職金の支払いに備えた
積立資産

流動負債合計

シャープファイナンス㈱

その他 キッズガード他

日本郵便㈱

KDDI㈱ アンテナ設置手数料

トルコ共和国円貨債券

㈲ゼンポ 預り敷金

日本年金機構

保険掛金一時預り分

預託金

事業主負担　2、3月分及び賞与分

警備機械設備の保証金

満期保有目的で保有し、 運用益を
法人運営の財源に使用している

後納郵便料金　3月分

定期預金

　三菱東京UFJ銀行

保育会館で使用している電話回線

リゾートトラスト㈱

同上

債券等購入のための資金

同上

メキシコ合衆国円貨債券

メキシコ合衆国円貨債券

三菱東京UFJ銀行

メキシコ合衆国円貨債券

インドネシア共和国円貨債券

三菱東京UFJ銀行

普通預金

定期預金

地域組織振興等のための資金とし
て管理されている預金
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予算対比正味財産増減計算書
平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで

公益社団法人　全国私立保育園連盟

（単位：円）

科　　　　目 予算額 決算額 差　異

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

特定資産運用益        28,560,800[ ]        27,167,208[ ]         1,393,592[ ]
特定資産受取利息        28,560,800        27,167,208         1,393,592

受取会費       202,730,000[ ]       204,021,800[ ] △      1,291,800[ ]
正会員受取会費        92,530,000        92,000,000           530,000

賛助会員受取会費       110,200,000       112,021,800 △      1,821,800

事業収益       185,164,050[ ]       200,336,638[ ] △     15,172,588[ ]
参加費・受講料収益        54,470,000        60,210,480 △      5,740,480

出版物頒布収益         5,900,000         3,350,823         2,549,177

広告・協賛金収益        21,626,250        30,026,320 △      8,400,070

受取手数料等収益        90,427,800        93,779,915 △      3,352,115

賃貸料収益        12,240,000        12,246,600 △          6,600

その他事業収益           500,000           722,500 △        222,500

受取寄付金        21,900,000[ ]        22,049,307[ ] △        149,307[ ]
受取寄付金        21,900,000        22,049,307 △        149,307

雑収益         2,384,600[ ]         3,126,169[ ] △        741,569[ ]
受取利息            15,000            24,492 △          9,492

雑収益         2,369,600         3,101,677 △        732,077

経常収益計       440,739,450       456,701,122 △     15,961,672

(2) 経常費用

事業費       377,879,961[ ]       360,819,254[ ]        17,060,707[ ]
給料手当        56,792,845        58,795,880 △      2,003,035

職員交通費            20,000                 0            20,000

退職給付費用         1,019,629           112,063           907,566

賞与引当金繰入額         3,154,727         4,022,525 △        867,798

法定福利費         8,899,914         9,143,477 △        243,563

福利厚生費            89,859            98,716 △          8,857

旅費交通費        86,691,384        74,117,756        12,573,628

会議費         8,367,140        10,653,318 △      2,286,178

渉外活動費         5,080,000         1,782,860         3,297,140

通信運搬費        14,255,880        12,944,510         1,311,370

減価償却費         3,267,675         5,819,947 △      2,552,272

消耗什器備品費           110,000                 0           110,000

消耗品費         4,078,500         3,269,672           808,828

修繕費         2,691,468           685,022         2,006,446

印刷製本費        26,466,100        17,213,565         9,252,535

支払手数料         2,500,000         2,458,569            41,431

光熱水料費         1,459,528         1,281,102           178,426

賃借料        13,104,277        16,241,910 △      3,137,633

保険料           133,072           116,692            16,380

諸謝金        11,844,454        11,859,422 △         14,968
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予算対比正味財産増減計算書
平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで

公益社団法人　全国私立保育園連盟

（単位：円）

科　　　　目 予算額 決算額 差　異

租税公課         5,580,473         8,250,710 △      2,670,237

負担金         1,500,000         1,500,000                 0

助成金        91,254,245        91,420,845 △        166,600

委託費        28,157,436        28,875,850 △        718,414

雑費         1,361,355           154,843         1,206,512

管理費        86,738,670[ ]        88,790,501[ ] △      2,051,831[ ]
役員報酬           580,000           520,000            60,000

給料手当        19,034,872        19,766,115 △        731,243

職員交通費           100,000            32,940            67,060

退職給付費用           341,873                 0           341,873

賞与引当金繰入額         1,057,754         1,348,005 △        290,251

法定福利費         2,984,068         3,073,680 △         89,612

福利厚生費            30,129            33,095 △          2,966

旅費交通費        26,765,750        29,513,324 △      2,747,574

会議費         3,953,180         3,907,384            45,796

渉外活動費         3,830,000         3,005,372           824,628

通信運搬費         1,584,620         1,873,777 △        289,157

減価償却費         1,879,182         3,993,660 △      2,114,478

消耗品費           426,100           593,421 △        167,321

修繕費         1,751,532           513,778         1,237,754

印刷製本費         2,284,400         1,667,694           616,706

支払手数料           876,000         1,582,399 △        706,399

光熱水料費           986,472           713,398           273,074

賃借料         2,917,351         2,726,963           190,388

保険料         3,600,000         3,248,049           351,951

諸謝金           440,000           333,877           106,123

租税公課         2,256,527           969,990         1,286,537

助成金         1,000,000           600,000           400,000

委託費         7,428,860         8,537,164 △      1,108,304

雑費           630,000           136,416           493,584

災害支援給付金                 0           100,000 △        100,000

経常費用計       464,618,631       449,609,755        15,008,876

評価損益等調整前当期経常増減額 △     23,879,181         7,091,367 △     30,970,548

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     23,879,181         7,091,367 △     30,970,548

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

固定資産除却損                 0[ ]           162,136[ ] △        162,136[ ]
経常外費用計                 0           162,136 △        162,136

当期経常外増減額                 0 △        162,136           162,136

税引前一般正味財産増減額 △     23,879,181         6,929,231 △     30,808,412
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予算対比正味財産増減計算書
平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで

公益社団法人　全国私立保育園連盟

（単位：円）

科　　　　目 予算額 決算額 差　異

法人税等            70,000[ ]            70,000[ ]                 0[ ]
当期一般正味財産増減額 △     23,949,181         6,859,231 △     30,808,412

一般正味財産期首残高     3,585,560,217     3,585,560,217                 0

一般正味財産期末残高     3,561,611,036     3,592,419,448 △     30,808,412

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高     3,561,611,036     3,592,419,448 △     30,808,412
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